
別紙 

 

 

抗原定性検査キットの売払に係る公募について 

（公募要領） 

 

 

抗原定性検査キットの売払について、下記の内容で公募するので、「５ 応募

方法」に従って応募されたい。 

 また、以下の書類は、本公募要領と一体のもの（以下、本公募要領を含めて

「公募要領等」という。）とする。 

１ 仕様書 

２ 契約書案 

 

記 

 

１ 売払物品 

別添「売払対象物品一覧」記載の抗原定性検査キットの品目毎の物品の売払

いについて、それぞれ独立した別個の公募を行う。  

 

２ 契約期間 

契約締結の日から３ヵ月以内 

 

３ 売払物品の引渡し 

（１）引渡しの場所 

契約した対象物品の引渡しの場所は、買受人が指定した場所とし、厚生労

働省がその場所に配送する（配送方式）。 

なお、厚生労働省は、契約日の前日までに買受人に引き渡される数量を確

定の上、通知するものとする。 

（２）引渡しの開始時期 

買受人が所定の売買代金を納付し、厚生労働省から納付の確認の連絡を受

けた後、引渡しを開始するものとする（厚生労働省における納付の確認には

１週間程度を要する。）。 

（３）引渡しの方法 

契約した対象物品は、厚生労働省が指定する配送業者が買受人指定の場所

（原則、買受人が初回配送時に指定した国内 1 カ所の場所とする。）に配送

する。配送は、売買契約締結後に速やかに実施する。配送に要する費用は厚

生労働省が負担し、その他必要な一切の諸経費は買受人が負担する。なお、

一回あたりの配送数量や配送回数は、厚生労働省と落札者の協議のうえ決定

する。 

（４）引渡しまでのフロー 



契約後、契約した対象物品の引渡しまでのフローは、次のようにすること

としている。 

① 契約後、対象物品に係る売買契約を締結する。 

② 厚生労働省は契約書において定める支払期限の２０日前（当該日が閉 

庁日の場合は翌開庁日）以後に、買受人に対して納入告知書を発行する。

なお、支払期限については、売買契約締結時に双方協議の上、決定するも

のとする。 

③ 厚生労働省からの納入告知書に基づき、買受人が対象物品に係る売買代

金を納付する。 

④ 厚生労働省から買受人に、対象物品の引渡しについて連絡する。 

⑤ 対象物品について、厚生労働省が指定する配送業者が買受人指定の場所

（原則、買受人が初回配送時に指定した国内 1 カ所の場所とする。）への

配送を開始する。なお、一回あたりの配送数量や配送回数は、厚生労働省

と落札者の協議のうえ決定する。 

  ⑥ 買受人は契約締結の日から３ヵ月以内に契約物品の全数量を受領し、

同日までに「検収結果通知書」及び「受領証」を提出するものとする。 

 

４ 留意事項 

（１）国の調査への協力 

厚生労働省が備蓄物資の売却事業の評価や検討、実態把握のために、買受

人に対してフォローアップ調査を行う場合、買受人は調査に可能な限り協力

するものとする。 

（２）購入後のトレーサビリティの確保 

買受人が、厚生労働省から購入した売払物品を販売した場合、製品の不具

合等により製造メーカーから製品の回収指示がある可能性がある。その際に

製品を確実に回収できるよう売払物品を販売する際にトレーサビリティを

必ず確保すること。 

具体的には、購入した売払物品の情報（厚生労働省から購入した旨及びそ

の製品名、数量、ロット番号（ロット番号がないときは、製品番号）、引渡

しを受けた年月日その他必要な事項に係る記録）、販売先を買受人側で把握

し、厚生労働省が求めた場合に情報を速やかに提供できる体制を構築するこ

と。 

（３）第三者への販売 

本公募への参加対象は以下の者とし、そのうちイ及びウに該当する者は、

売払物品を第三者へ販売することはできない。 

   ア 医薬品卸売販売業又は医薬品販売業の許可を有する事業者 

イ 医療機関  

ウ 地方公共団体 

 

５ 応募方法 

（１）応募期限 令和６年３月２６日（火）１２時００分 



（２）応募方法 

次の書類を下記（３）の提出先に持参又は郵送により提出すること。 

なお、郵送の場合は書留郵便とした上で提出期限の前日までに到着するよ

う送付し、かつ応募者が電話により受領の確認を行う必要がある。 

   【提出書類】 

    ・応募申込書（別紙様式１－１及び別紙様式１－２） 

※代理人が応募する場合には委任状（別紙様式３）を併せて提出する

必要がある。 

    ・誓約書（別紙様式２） 

    ・資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

・医薬品卸売販売業又は医薬品販売業の許可を有する事業者に該当す 

る者は、その許可証の写し 

（３）提 出 先 〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省大臣官房会計課経理室管財班物品管理係 

担当：木村（11 階国会側） 

電話：03-5253-1111（内線 7191） 

 

６ 見積書の無効 

（１）公示に示した競争参加資格のない者、公募条件に違反した者又は応募者

に求められる義務を履行しなかった者の提出した見積書（別紙様式１－２、

以下同じ。）は無効とする。 

（２）次に掲げる見積書は無効とする。 

① 見積書に記名がされていないもの 

② 応募する公募番号の記載がないもの 

③ 金額の数字、応募者の名称又は商号等の記載事項が不明瞭なもの 

④ 見積書記載金額を訂正したもの 

⑤ 見積書に計算誤りがあるもの 

⑥ 同じ公募について同一の者が複数の見積書を提出したもの 

⑦ 顕名を欠いた（契約当事者となるべき者の記載が無い）代理人による 

もの 

⑧ その他、公募要領等又は関係職員が指示した事項に違反しているもの 

（３）公募に参加した者が、公募要領別紙様式２「誓約書」を提出せず、又は虚

偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったときは、当該者の公

募をすべて無効とする。 

（４）契約担当官により競争参加資格のある旨確認された者であっても、契約

の時までに競争参加資格を失い、又は競争参加資格を有しないことが判明

した場合は、当該応募者の公募をすべて無効とする。 

 

７ 本件に関する照会について 

（１）公募要領等に対する質問がある場合においては、次により問い合わせを

行うこと。 



① 受付期間 

令和６年３月８日から令和６年３月１４日までの平日午前１０時から 

正午及び午後１時から午後５時まで 

② 問い合わせ先 

５（３）と同じ。 

（２）（１）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

① 期間 

令和６年３月１８日から令和６年３月２６日までの平日午前１０時から 

正午及び午後１時から午後５時までとする。ただし、最終日は正午までと 

する。 

② 閲覧依頼先 

５（３）と同じ。 

 

８ 契約書の作成 

（１）本公募につき、契約の相手方を決定したときは、契約書案に基づいて、遅

滞なく契約書を取り交わす。 

（２）契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、ま

ず、その者が契約書に記名押印し、更に契約担当官が当該契約書の送付を

受けてこれに記名押印する。 

（３）契約担当官と契約の相手方の双方が契約書に記名押印しなければ、当該

契約は確定しないものとする。 

（４）契約担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約の相手方に

送付する。 

（５）契約金額は、提出された見積書に記載の物品１カートンあたりの単価に、

契約日以降に引き渡される数量を乗じて得た総額に 110/100 を乗じた額と

する。 

 

９ 手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 

10 その他 

（１）応募に当たっては、５（２）所定の書類全てを提出すること。 

（２）提出物に虚偽の記載があることが判明した場合、又は正当な理由なく売

払物品の受入が遅れた場合は、その時点で契約の解除及び延滞料又は違約

金の請求をすることとする。 

（３）和文以外の書類を添付する場合は和訳を付すこと。 

（４）本売払に関する照会は電話又はメールで受け付けるものとし、応募者（応

募を予定している者を含む。）からの要請による面会は受け付けないものと

する。 

（５）提出された書類等について照会をした場合には対応すること。 

（６）公募の結果については、応募締め切り後１週間程度を目途に書面で通知



する。 

（７）公募の結果、この公募内容等の条件を満たす参加者が複数の場合、一般競

争を行うものとする。 

（８）正式な契約は、応募内容を踏まえ、詳細を調整の上で確定することとな

る。それまでの間は、当該売払に関して約束するものでないので十分に留

意すること。 

（９）応募に際しての資料作成費用等、契約に基づかない費用は一切負担しな

い。 

（10）応募に際して提出された資料は返却しない。 

（11）本売払により契約を締結した者は、厚生労働省が行う情報公開等の際、自

己の名称、所在地、法人番号、契約金額等が公開される場合があることにあ

らかじめ同意するものとする。 
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仕 様 書 

１． 件名 
抗原定性検査キットの売払い 

 
２． 売払物品 
（１） 売払物品 

抗原定性検査キット（詳細は売買契約書別紙１のとおり） 
（２） 売払数量 

売買契約書別紙１のとおり 
（３） 保管場所 

売買契約書別紙１のとおり 
 
３． 本物品引渡期限  

契約締結の日から３ヵ月以内 
 
４． 売買代金の算定及び支払い 
（１）売買代金の算定 
   売買代金（売買契約書に規定する契約金額をいう。以下同じ。）は、各売払物品

ごとに、その売払物品の対価から一切の諸経費を控除した金額の１１０分の１００に

相当する金額を算出して、それらを合算した総額に、消費税額及び地方消費税額

を加えた金額とする。 
（２）売買代金の支払い  

売買代金の支払いについては、一括払いとする。 
（３）支払いの方法等 
   買受人は歳入徴収官厚生労働省大臣官房会計課長の発行する納入告知書に

より売買代金を納付するものとする。納入告知書については、売買契約書別紙２に

定める支払期限の２０日前（当該日が閉庁日の場合は翌開庁日）以後に発行される

ため、買受人は納入告知書を受領後、定められた期限内に納付を行うこと。 
 

５． 売払物品の引渡方法 
（１）引渡しの場所 

引渡しの場所は、買受人が指定した場所とする。 
（２）引渡しの開始時期 

買受人が所定の売買代金を納付し、厚生労働省から納付の確認の連絡を受け

た後、引渡しを開始するものとする（厚生労働省における納付の確認には１週間程

度を要する。）。 
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（３）引渡しの方法 
売払物品は、厚生労働省が買受人指定の場所（原則、買受人が初回配送時に

指定した国内１カ所の場所とする。）に配送する。一回あたりの配送数量や配送回

数は、厚生労働省と買受人の協議のうえ決定する。配送に要する費用は厚生労働

省が負担し、その他必要な一切の諸経費は買受人が負担する。 
 

 
６．売払物品の検収 
  売買契約書に規定のとおり。 
 
７．留意点 
（１） 販売時の表示・説明 

買受人から第三者へ売払物品を譲渡する場合は、売払物品が国の売却事業

の対象であること及びその使用期限について説明した上で、買受人から第三者

へ譲渡すること。また、当該第三者に、当該第三者がさらに当該売払物品を譲渡

する場合は同様の対応を行うことを要請すること。 
（２） 情報公開 

買受人は、厚生労働省が行う情報公開等の際、自己の名称又は商号、入札金

額等が公表される場合があることをあらかじめ同意するものとする。 

（３） 調査への協力 
厚生労働省が備蓄物資の売却事業の評価や検討、実態把握のために、買受

人に対してフォローアップ調査を行う場合、買受人は調査に可能な限り協力する

ものとする。 
（４）購入に係る記録の整備及びトレーサビリティの確保 

買受人が、厚生労働省から購入した売払物品を販売した場合、製品の不具合

等によりメーカーから製品の回収指示がある可能性がある。その際に製品を確実

に回収できるよう売払物品を販売する際にトレーサビリティを必ず確保すること。 
具体的には、購入した売払物品の情報（厚生労働省から購入した旨及びその

製品名、数量、ロット番号（ロット番号がないときは、製品番号）、引渡しを受けた

年月日その他必要な事項に係る記録）、販売先を買受人側で把握し、厚生労働

省が求めた場合に情報を速やかに提供できる体制を構築すること。 
（４） その他 

買受人が医療機関若しくは地方公共団体である場合は、それぞれ診療行為、

行政検査等に売払物品を使用するものとし、売払物品を第三者へ販売しないこ

と。 
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８．保管業者 

佐川グローバルロジスティクス株式会社 



1 
 

売 買 契 約 書 （案） 

 

令和６年３月８日付公募公示に係る抗原定性検査キットの公募に関して、売払人 契約

担当官 厚生労働省大臣官房会計課長 森 真弘（以下「甲」という。）（登録番号

T8000012050001）と買受人 ●● ●●（以下「乙」という。）は、下記の物品の売払いに

ついて別添の条項により売買契約（以下「本契約」という。）を締結し、信義に従って誠実

にこれを履行するものとする。 

 

記 

 

１ 売 払 物 品 抗原定性検査キット（詳細は別紙１「売払物品」に規定のとおり。） 

  （注）別紙 1「売払物品」は、公募要領の別添「売払対象物品一覧」のうち、契約に係

る部分を転記して、購入口数（数量）を追記した上で、作成する。 

２ 契 約 金 額 合計金     円 

（うち消費税額及び地方消費税額     円・消費税率１０％） 

（内訳は別紙２「本件代金及び支払期限」に規定のとおり。） 

消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方

税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、契約金額に１１０分の１

０を乗じて得た額である 

３ 支 払 方 法 一括払いとし、契約金額の支払期限は別紙２「本件代金及び支払期限」に

規定のとおり。 

４ 引 渡 場 所 別添仕様書に規定のとおり。 

５ 契約保証金 免除 

 

 

本契約の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和     年     月     日 

 

甲（売払人） 東京都千代田区霞が関一丁目２番２号 

契約担当官 厚生労働省大臣官房会計課長 

森 真弘 

 

乙（買受人）  
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（別添） 
 
（契約の目的等） 

第１条 甲は、本契約に定める条項に従い、次条に定める売払物品（以下、個別に又は総

称して「本件物品」という。）の所有権を乙に移転し、乙は、本契約に定める条項に従

い、その代金を支払うものとする。 

２ 甲及び乙は、本契約及び別添仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき本件物品の

売払いを実施するものとする。 

 

（本件物品） 

第２条 本件物品の製品名、使用期限、数量及び保管場所等は、別紙１「売払物品」に定め

る。 

 

（費用負担） 

第３条 本契約の締結及び履行に関する費用は、本件物品の配送までの保管及び本件物品

の乙への配送に関する費用を除き、すべて乙の負担とする。 

 

（本件代金の支払方法） 

第４条 乙は、本契約の締結後、歳入徴収官厚生労働省大臣官房会計課長の発行する納入告

知書に定める納付期限内に、一括払いで別紙２「本件代金及び支払期限」の規定に従って、

本件物品の売払いに関する代金（以下「本件代金」という。）を納付するものとする。 

 

（遅延利息） 

第５条 乙は、前条の規定により発行された納入告知書の納付期限内に納付しないときは、

当該納付期限の翌日から起算して支払う日までの日数に応じ、当該未払金額に対し、民法

第４０４条に定める率により計算して得られた額（円未満切捨）を遅延利息として国庫に

納付するものとする。 

 

（保管業者） 

第６条 甲は、仕様書に定める保管業者（以下単に「保管業者」という）をして、本件物品

を、乙への配送の時まで、別紙１「売払物品」に定める当該本件物品に係る保管場所にお

いて保管するものとする。 

 

（本件物品の配送） 

第７条 甲は、乙が本件代金を納付した後、乙に対して納付を確認した旨を連絡し、売買契

約締結後速やかに配送する。なお、一回あたりの配送数量や配送回数は、厚生労働省と落
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札者の協議のうえ決定する。 

 
（所有権の移転時期） 

第８条 本件物品の所有権は、保管業者が当該本件物品を当該本件物品に係る保管場所か

ら発送した時をもって、甲から乙に移転するものとする。 

 

（検収） 

第９条 甲が本件物品の全部又は一部を乙に引き渡した後、乙は当該本件物品の種類・品質

の検査（但し、外箱からわかる範囲の検査とする。）及び外箱の数量の検査を行い、当該

本件物品を受け取る（以下「本件検収」という。）ものとする。本件検収に係る費用は乙

の負担とする。 

２ 乙は、甲が当該本件物品の引渡しを完了した日の翌日から起算して１０営業日以内（以

下「本件検収期限」という。）までに、本件検収を完了の上所定の「検収結果通知書」を

保管業者に提出する（以下「検収結果通知」という。）ものとする。 

３ 乙が検収結果通知を本件検収期限内に保管業者に提出しない場合、当該本件物品は本

件検収に合格したものとみなす。 

４ 甲は、保管業者を通じて「検収結果通知書」において本件検収の結果本件物品の全部又

は一部が不合格であることの通知を受けたときは、乙との間で協議のうえ、不合格の本件

物品（以下「不合格品」という。）と同等の製品を、甲の選択するところにより速やかに、

乙が書面にて指定する場所に納品するものとする。当該不合格品と同等の製品の速やか

な納品が不可能又は著しく困難な場合は、甲は、当該不合格品と同等の製品及び数量に相

当する金額を乙に返金するものとする。 

 

（調査への協力） 

第１０条 乙は、甲が実施する国の売却事業（以下「国の売却事業」という。）に関する調

査に可能な限り協力するものとする。この調査は、本件物品の販売状況（譲渡先、販売価

格の単価、譲渡時期、苦情・意見を含む。）、国の売却事業の改善等に関する事項を含むが、

これらに限定されない。甲は、この調査で取得した情報を法令に基づき適切に管理する。 

 

（販売時の説明・表示） 

第１１条 乙は、本件物品を第三者に譲渡する場合、本件物品が国の売却事業の対象である

こと及びその使用期限につき譲受人たる当該第三者に説明した上で、本件物品を譲受人

に引き渡さなければならない。 

２ 乙は、第三者に本件物品を譲渡する際に、当該第三者がさらに本件物品を譲渡するとき

には前項に定める乙の義務と同様の行為を行うことにつき、当該第三者に対して協力を

要請するものとする。 
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（危険負担） 

第１２条 第７条に基づき保管業者が乙に対し本件物品を発送する前に生じた本件物品の

滅失、損傷、変質その他の損害は、乙の責めに帰すべきものを除き甲が負担し、発送後

に生じた本件物品の滅失、損傷、変質その他の損害は、甲の責めに帰すべきものを除き

乙が負担する。 

 

（契約不適合） 

第１３条 乙は、本件検収後、本件物品がその種類、品質又は数量に関して本契約の内容に

適合していないこと（以下「契約不適合」という。）を知った場合、当該本件物品に係る

本件検収完了後本件物品の使用期限内に限り、その旨を甲に通知することができる。当該

契約不適合の通知は、甲があらかじめ乙に提示する所定の書面によるものとする。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、乙と協議のうえ、当該本件物品と同等の製品を乙が

書面にて指定する場所に速やかに納品するものとする。甲は、当該本件物品と同等の製品

の速やかな納品が不可能又は著しく困難な場合は、契約不適合があった当該本件物品と

同等の製品及び数量に相当する金額を乙に返金するものとする。 

３ 甲が、本契約締結時において本件物品が契約不適合に該当することについて、知ってい

た若しくは重大な過失により知らなかった場合、又は契約不適合が本契約の趣旨に照ら

して重大であると認められる場合は、第１項の通知期間を経過した後においてもなお前

項を適用する。 

 

（契約の解除） 

第１４条 甲及び乙は、相手方が本契約に基づく義務を履行しない場合において、相当な期

間を定めて相手方に対してその履行を催告し、その期間内に履行がない場合には、本契約

の全部又は一部を解除できる。 

２ 前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、次の各号に掲げる場合、何ら催告をすることな

く本契約の全部又は一部を解除できる。 

（１） 本契約に定める義務の全部又は一部の履行が不能であるとき。 

（２） 相手方が本契約に定める義務の全部又は一部の履行を拒絶する意思を明確に表示し

たとき。 

（３） 相手方が本契約に定める義務の全部又は一部の履行をせず、相手方が前項の催告を

しても本契約の目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかで

あるとき。 

３ 前二項の定めにかかわらず、甲は、次の各号に掲げる場合、何ら催告をすることなく本

契約を解除できる。 

（１） 乙が第４条に定める納付期限内に本件代金を納付しない場合。 

（２） 乙が第５条に定める遅延利息を納付しない場合。 
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（属性要件に基づく契約解除） 

第１５条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何ら催告を要せず、本

契約を解除することができる。 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき。 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第１６条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して本契約に関連して次の各号の一に該当す

る行為があったと認められるときは、何ら催告を要せず、本契約を解除することができる。 

（１） 暴力的な要求行為 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４） 偽計又は威力を用いて契約担当官の業務を妨害する行為 

（５） その他前各号に準ずる行為 

 

（談合行為等に基づく契約解除） 

第１７条 本件物品の売払いの契約手続（以下、本条において「本件契約手続」という。）

に関して乙が次の各号所定のいずれかに該当した場合には、甲は本契約を解除すること

ができる。 

（１） 乙、又はこれを構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 2 条第 2 項の事業者団体

（以下「構成員等」という。）が、本事業の契約手続について同法第 3条又は第 8条第

1 号の規定に違反したとして、同法第 7 条又は第 8 条の 2 の規定による排除措置命令

（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 
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（２） 本件契約手続について、乙に、同法第 7条の 2第 1項（同法第 8条の 3において準

用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

が確定したとき（確定した納付命令が同法第 63 条第 2 項の規定により取り消された

ときを含む。以下同じ。）。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付命令により、乙に、本

件契約手続について同法第 3条又は第 8条第 1号の規定に違反する行為があったとさ

れたとき。 

（４） 確定した排除措置命令又は納付命令により、乙に、同法第 3条又は第 8条第 1号の

規定に違反する行為があったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が

示された場合において、当該期間に本件契約手続が行われたものであり、かつ、本件

契約手続が当該取引分野に該当するものであるとき。 

（５） 本件契約手続について、乙が、自ら又はその役員若しくは使用人その他の従業者に

刑法（明治 40年法律第 45 号）第 96 条の 6又は独占禁止法第 89条第 1項若しくは第

95 条第 1項第 1号に規定する刑が確定したとき。 

 

（違約金等） 

第１８条 本契約が第１４条に基づいて甲により解除されたときは、甲は違約金として、本

契約解除時点で未引取りの本件物品の代金相当額の１００分の１０に相当する金額を、

乙に請求することができる。 

２ 前項の違約金の請求は、本契約に基づく甲から乙に対する損害賠償に関する請求を妨

げるものではない。 

 

（損害賠償） 

第１９条 甲及び乙は、相手方が本契約に違反し、これにより損害を受けたときは、その損

害の賠償を相手方に請求することができる。 

２ 甲は、第１５条、第１６条又は第１７条の規定により本契約を解除したときは、乙が被

った損害を賠償することを要しない。 

 

（通知義務） 

第２０条 乙は、その商号、本店所在地、代表者、連絡先が変更になった場合、遅滞なく甲

に書面で通知しなければならない。 

２ 甲は、甲の連絡先、又は保管業者が変更された場合、遅滞なく乙に通知しなければなら

ない。 

 

（守秘義務） 

第２１条 甲及び乙は、本契約によって知得した秘密情報（以下「秘密情報」という。）を、



7 
 

事前の相手方の書面による同意を得た場合を除き、本契約の目的以外に利用し又は第三

者に漏洩してはならない。 

２ 前項の定めにかかわらず、甲及び乙は次の各号に掲げる情報については同項の義務を

負わないものとする。 

（１） 開示、提供を受けた際、既に自ら保有し、又は第三者から入手していたもの 

（２） 開示、提供を受けた際、既に公知であったもの 

（３） 開示、提供を受けた後、自らの責に帰し得ない事由により公知となったもの 

（４） 第三者から秘密保持義務を負うことなく合法的に入手したもの 

３ 第１項の定めにかかわらず、甲又は乙は次の各号に掲げる場合には秘密情報を必要な

範囲において開示することができる。 

（１） 法令等の定めにより官公庁等の政府機関から情報の提供を要求された場合 

（２） 裁判上の要請により開示の必要がある場合 

（３） 法令又は本契約に定められた事務を遂行する場合 

 

（表明確約） 

第２２条 乙は、第１５条及び第１６条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、

将来にわたっても該当しないことを確約する。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第２３条 乙は、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢力から

不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これ

を拒否するとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及

び捜査上必要な協力を行うものとする。 

 

（権利義務の譲渡禁止） 

第２４条 甲及び乙は、事前の相手方の書面による同意がない限り、本契約に基づく権利又

は義務の全部又は一部につき、第三者に譲渡又は引き受けさせることができない。 

 

（紛争又は疑義の解決方法） 

第２５条 本契約の履行に当たり、甲乙間に紛争又は疑義が生じた場合は、必要に応じ、甲  

乙協議の上、解決するものとする。 

 

（合意管轄） 

第２６条 本契約に関する訴えは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす

る。 
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別紙２ 

 
本件代金及び支払期限 

 
１ 本件代金 
 
合計 ●●●円（消費税及び地方消費税込） 
 

番号  代金額 消費税及び 
地方消費税 

（消費税率１０％） 

計 

１ 本件物品１  
円 

 
円 

 
円 

２ 本件物品２  
円 

 
円 

 
円 

 
合 計 

 
円 

 
円 

 
円 

 
 
２ 支払期限 
 
※年※月※日 
 

 
 
 
 
 


